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第114期( 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)事業報告

１．当行の現況に関する事項
⑴　企業集団の事業の経過及び成果等
（企業集団の主要な事業内容）
　当行グループは、当行及び子会社５社で構成され、銀行業務を中心にリース業務等の金融サービスに係る事業を行って
います。
〔銀行業〕

　当行の本店ほか支店65店において、預金業務、貸出業務、為替業務等を行い、グループの中心と位置づけておりま
す。
　また、富山ファースト・ビジネス㈱において、銀行事務代行業務を行っています。

〔リース業〕
　富山ファースト・リース㈱において、各種のリース業務を行っています。

〔その他業務〕
　富山ファースト・ディーシー㈱において、クレジットカード業務等、㈱富山ファイナンスにおいて、金銭の貸付等の
業務を行っています。また、㈱ファーストバンク・キャピタルパートナーズにおいて、投資事業有限責任組合の運営及
び管理業務等を行っております。

（金融経済環境）
　2024年度を振り返ると、日本経済は一部に弱めの動きが見られたものの、緩やかな回復を続けました。企業収益は改
善傾向にあり、設備投資も増加しました。個人消費は物価上昇の影響が見られたものの、年度後半には実質賃金が上昇に
転じたこともあって、底堅く推移しました。
　当行グループの営業基盤である北陸地区においても、令和６年能登半島地震の影響は依然として残るものの、景気は緩
やかに回復しています。
　こうした状況を踏まえ、日本銀行は政策金利を７月に0.25％程度、１月に0.50％程度と段階的に引き上げました。こ
れを受けて、当行も預金金利の引き上げを行うなど、金利のある世界に回帰しており、物価の上昇とともに銀行経営を取
り巻く環境は大きく変化しています。
　年明け後は、米国の関税政策により日本を含む世界各国の経済情勢、金融市場動向は不透明感を増しており、こうした
動きが企業や家計に与える影響が懸念されるところです。

（事業の経過及び成果）
　当行の2024年度の連結会計年度業績は、以下の通り、４年連続で大幅な増益となりました。
　損益の状況をみると、経常収益は、貸出金利息・有価証券利息配当金などの資金運用収益や株式売却益等の増加によ
り、485億13百万円（前年度比25.4％増）と大幅な増収となりました。このうち株式の売却益については、バーゼルⅢ
最終化を見据えて、自己資本の積み上げを図るため、多額にのぼる含み益の一部を実現益として計上したものです。
　一方、経常費用は、与信関係費用が大幅に減少したものの、賃上げによる人件費の増加、営業店端末の更改等のシステ
ム投資等による物件費の増加があったため、295億54百万円（前年度比0.3％増）となりました。この結果、経常利益は
189億59百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は133億54百万円と、いずれも前年度を大幅に上回る増益となりま
した。
　また銀行単体の業績においては、銀行の本業利益を表すコア業務純益が100億62百万円と過去最高益を更新しまし
た。
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　次に資産・負債の状況をみると、貸出金は引き続き事業者向け融資の拡大に加え、住宅ローンの増加により、当期末残
高は１兆14億円（前年度比216億円増）となりました。有価証券は国内金利、株価等の動向を見極めつつ、ポートフォ
リオの見直しを進めた結果、当期末残高は4,870億円（前年度比217億円減）となりました。
　一方、譲渡性預金を含めた預金等は、金利上昇による定期預金の増加等から、当期末残高は１兆3,970億円（前年度比
525億円増）となりました。

（対処すべき課題）
　既述の通り、物価の上昇や金融政策の転換により、銀行経営を取り巻く環境は大きく変化しています。また脱炭素を巡
る対応の進展や地域の深刻な人手不足など、目まぐるしく変化する経済環境や産業構造に対応するため、当行が対処すべ
き課題は一段と複雑化かつ高度化しています。
　こうした環境のもと、当行は2023年6月に公表した「ファーストバンクVISION10」に基づき、お客さまファーストを
徹底し、地域の成長の一翼を担い、すべてのステークホルダーの利益のために取組んでまいりました。
　事業者の皆さまの多種多様な経営課題に対しては、資金繰り支援等のファイナンスとともに、各ビジネスステージに応
じた最適なコンサルティングによって課題の解決に向けて積極かつ迅速に対応いたします。具体的には、持続可能な経営
の実現に向けた経営計画の策定支援や伴走支援、お客さまの求める人材を網羅した人材紹介など、幅広く支援を強化して
まいります。
　個人のお客さまに対しては、最適な金融サービスを提供するため、お客さま向けの金融セミナーの開催や、金融資産形
成のご提案からアフターフォローまで一貫したサポートを実践してまいります。また対面・非対面のベストミックスによ
り、一層の利便性向上に努めており、より高いレベルで、「お客さま本位の業務運営」を実現してまいります。
　ガバナンス面では、東証プライム上場企業に求められる中長期的な企業価値向上に向けた取り組みとして、当行の資本
コストを踏まえた持続的な収益力の向上、適切な株主還元に努め、課題とされるPBR（株価純資産倍率）の早期改善を図
ってまいります。
　また完全子会社化したグループ３社を含め、当行グループ全体の効率化、シナジー効果の発揮、ダイナミックな業務範
囲の拡大やグループガバナンスの強化を図ることにより、企業集団としての価値向上を実現してまいります。
　当行の創立80周年にあたる、2024年度は思い切った株式売却益の計上により、大きく自己資本を積み上げてまいりま
した。その結果として、ファーストバンクVISION10に掲げた、1st STAGE（2023年４月～2028年３月）の計数目標
は既にほぼ達成済みですが、2025年度は国内の金利上昇や金融市場の動揺に対処しつつも、積み上げた資本を原資に新
たなリスクテイクを実現し、2nd STAGEに向けて、更に取組みを強めてまいります。

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
経 常 収 益 28,351 35,252 38,678 48,513
経 常 利 益 5,233 6,326 9,223 18,959
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,486 4,203 5,284 13,354
包 括 利 益 4,621 2,878 35,743 1,912
純 資 産 額 121,310 122,292 156,011 152,519
総 資 産 1,466,345 1,485,657 1,580,805 1,594,249

⑵　企業集団及び当行の財産及び損益の状況
イ．企業集団の財産及び損益の状況

(単位：百万円)
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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
預 金 1,240,410 1,249,000 1,320,313 1,378,762

定 期 性 預 金 563,208 550,898 586,375 642,245
そ の 他 677,201 698,102 733,937 736,516

貸 出 金 905,814 954,686 998,379 1,023,980
個 人 向 け 192,998 218,726 236,147 246,239
中 小 企 業 向 け 379,382 387,613 405,841 402,349
そ の 他 333,432 348,346 356,390 375,391

商 品 有 価 証 券 94 61 8 －
有 価 証 券 482,772 429,266 490,610 467,790

国 債 80,381 36,357 35,704 31,781
そ の 他 402,391 392,908 454,906 436,009

総 資 産 1,451,213 1,469,929 1,564,433 1,580,442
内 国 為 替 取 扱 高 4,182,291 4,684,827 5,173,735 4,753,686

外 国 為 替 取 扱 高
百万ドル 百万ドル 百万ドル 百万ドル

215 100 86 131
経 常 利 益 4,794 5,921 8,887 19,228
当 期 純 利 益 3,375 4,106 5,204 13,951
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 50円66銭 63円89銭 81円78銭 218円29銭

ロ．当行の財産及び損益の状況
(単位：百万円)

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

当 年 度 末
銀行業 リース業 その他事業

使用人数 607人 5人 3人

当 年 度 末
使 用 人 数 606人
平 均 年 齢 40年８月
平 均 勤 続 年 数 17年８月
平 均 給 与 月 額 441千円

⑶　企業集団の使用人の状況
イ．企業集団の使用人数

（注）使用人数には、臨時雇員及び嘱託を含んでおりません。

ロ．当行の使用人の状況

（注） １．使用人数には、臨時雇員及び嘱託を含んでおりません。
２．平均年齢、平均勤続年数及び平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。
３．平均給与月額は、賞与を除く３月中の平均給与月額であります。
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主 要 な 営 業 所 営 業 所 数
店

富 山 県 本 店 営 業 部 他 57
石 川 県 金 沢 支 店 他 3
新 潟 県 長 岡 支 店 他 3
岐 阜 県 高 山 支 店 他 2
東 京 都 東 京 支 店 1
大 阪 府 大 阪 支 店 1
合 計 67

⑷　企業集団の主要な営業所等の状況
イ．銀行業

（注） １．富山県の営業所数は、富山ファースト・ビジネス㈱本社を含んでおります。
２．上記には店舗内店舗13ヵ店が含まれております。
３．上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を22ヵ所設置しております。

ロ．リース業
富山ファースト・リース㈱本社、富山営業部及び新潟営業所

ハ．その他事業
富山ファースト・ディーシー㈱本社、㈱富山ファイナンス本社、㈱ファーストバンク・キャピタルパートナーズ本
社

設備投資の総額 2,289

内　容 金　額

営業店システムの更改 1,439

⑸　設備投資の状況
イ．当行の設備投資の総額

(単位：百万円)

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ．当行の重要な設備の新設等
(単位：百万円)

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

ハ．当該事業年度中に実施した重要な設備の処分、除却
該当ありません。
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会 社 名 所 在 地 主要業務内容 資本金
当行が有する
子会社等の
議決権比率

その他

富 山 フ ァ ー ス ト ・
ビ ジ ネ ス 株 式 会 社

富山市奥田本町
６番35号 銀行業務代行

百万円 ％

10 100.00 －
富 山 フ ァ ー ス ト ・
リ ー ス 株 式 会 社

高岡市京田
621番地 リース業務等 40 100.00 －

富 山 フ ァ ー ス ト ・
ディーシー株式会社

富山市掛尾町
626番地

クレジットカード
信用保証業務等 20 100.00 －

株 式 会 社
富 山 フ ァ イ ナ ン ス

富山市新桜町
２番地24 金銭の貸付業務等 10 100.00 －

株式会社ファースト
バンク・キャピタル
パ ー ト ナ ー ズ

富山市西町
５番１号

投資事業有限責任組合の運営及び
管理業務等 50 100.00 －

⑹　重要な親会社及び子会社等の状況
イ．親会社の状況
該当ありません。

ロ．子会社等の状況
(2024年度末現在)

（注）１．上記５社は連結対象子会社であります。
　　　２．当行は、2024年４月３日に富山ファースト・リース株式会社、富山ファースト・ディーシー株式会社、株式会
　　　　　社富山ファイナンスの３社を当行の100％子会社としております。

ハ．重要な業務提携の概況
１．第二地銀協地銀36行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しのサービス（略称SCS）を行

っております。
２．第二地銀協地銀36行、都市銀行５行、信託銀行３行、地方銀行61行、信用金庫255金庫（信金中央金庫を含
む）、信用組合139組合（全信組連を含む）、系統農協・信漁連552（農林中金、信連を含む）、労働金庫14
金庫（労金連を含む）との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しのサービス（略称
MICS）を行っております｡

３．第二地銀協地銀36行の提携により、通信回線を利用したデータ伝送の方法による取引先企業との間の総合振込
等のデータの授受のサービス及び入出金取引明細等のマルチバンクレポートサービス（略称SDS）を行っており
ます。

４．株式会社セブン銀行との提携により、全国のセブン-イレブン店舗等に設置の現金自動設備による現金自動引出
し及び預入れのサービスを行っております。給与振込、年金受取、通帳レス口座をご利用のお客さまは、終日無
料でご利用いただけます。

５．株式会社ローソン銀行及び株式会社イーネットとの提携により、コンビニエンスストア等の店舗内に設置の現金
自動設備による現金自動引出し及び預入れのサービスを行っております。

６．株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社イオン銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出し
のサービスを行っております。

７．株式会社北國銀行及び株式会社福井銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出し及び預
入れの利用手数料（除く振込手数料）無料のサービスを行っております。

⑺　事業譲渡等の状況
該当ありません。

⑻　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当ありません。
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氏　名 地位及び担当 重　要　な　兼　職 その他

野 村 　 充 取締役頭取（代表取締役）

桑 原 幹 也 常務取締役法人事業部兼リテール部担当（代表
取締役）

長 谷 　 聡 取締役事務統括システム部長

前 田 　 央 取締役人事企画部長

本 多 　 力 取締役総合企画部長

島 倉 勇 人 取締役経営管理部長

高 島 　 寧 取締役市場金融部長

金 岡 克 己 取締役（社外取締役） テイカ製薬株式会社　代表取締役社長

谷 垣 岳 人 取締役（社外取締役） 弁護士　石井法律事務所、
T&Dリース険株式会社　社外監査役

西 田 友 佳 取締役（社外取締役） 公認会計士　西田公認会計士事務所代表

柳 原 良 太 取締役（社外取締役） 一般社団法人CRD協会　代表理事

水 上 豊 治 常勤監査役

松 田 圭 司 常勤監査役

蒲 地 　 誠 監査役（社外監査役） 株式会社北日本新聞社　代表取締役社長

島 谷 浩 司 監査役（社外監査役） 北日本放送株式会社　代表取締役社長

氏　名 地 位 担当又は主な職業
本 井 　 衛 執行役員 高岡支店長兼清水支店長
篠 島 　 聡 執行役員 監査部長
上 野 嘉 介 執行役員 コンプライアンス/フィデューシャリー・デューティー部長
伊 井 　 斉 執行役員 法人事業部長兼リテール部長
森 山 一 昌 執行役員 コーポレート部長兼東京支店長兼東京事務所長
曽 田 　 全 執行役員 チャネルイノベーション部長兼インターネット支店長
藤 　 健 二 執行役員 本店営業部長兼小泉支店長

２．会社役員（取締役及び監査役）に関する事項
⑴　会社役員の状況

(2024年度末現在)

（注）当行は、社外役員の全員を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
（参考）当行は、執行役員制度を導入しております。執行役員の氏名、役職地位及び担当は次のとおりであります。

(2024年度末現在)
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区　分 支給人数 報　酬　等
報酬等の種類別の総額

基本報酬 非金銭報酬等
取締役 11 180 (31) 168 12
監査役 4 39 (8) 39 －
合計 15 219 (39) 207 12

⑵　会社役員に対する報酬等
①　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当行は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会において定めております。
　取締役の基本報酬は、固定金銭報酬である月額報酬と役員賞与で構成されており、当該報酬は、「従業員給与と
のバランス」、「役員報酬の世間基準」、「当行の経営内容」を参考に役員の序列・職務内容ごとに本決定方針に
て定めた算定基準に基づき決定します。
　非金銭報酬等である株式報酬は、譲渡制限付株式報酬とし、付与対象者は常勤取締役及び執行役員とします。
　具体的には、金銭報酬債権の全部を現物出資財産として給付し、当行の普通株式について自己株式の処分を受け
るものとします。譲渡制限期間は退職時解除型であり、退任により譲渡制限が解除となります。（途中退任・退職
時の取扱いについては、在任期間を当行の取締役会が定める期間で按分し譲渡制限を解除します。）
　常勤取締役の報酬等は、固定金銭報酬及び株式報酬により構成され、これらの支給割合は、役位・職責、業績等
を総合的に勘案して決定しております。2023年６月29日に株式報酬の割合を高めた改正を実施しております。
　非常勤・社外取締役の報酬等は固定金銭報酬のみとし、その役員の当行への貢献度及び社会的地位並びに就任の
事情や責任限定契約の有無、業界における相場感なども含め総合的に勘案し決定しております。
　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の決定事項の内容及び決定された報酬
等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると
判断しております。
　なお、取締役の報酬等に係る手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図
るため、2022年１月31日に取締役会の諮問機関として指名報酬委員会を設置しており、取締役会は、報酬等の決
定について、同委員会による提言・提案を最大限尊重することとしております。
　監査役の報酬は、経営に対する独立性・客観性が重視される職務に鑑み、固定金銭報酬のみで構成され、各監査
役の報酬額は、監査役の協議によって決定しております。
②　取締役及び監査役の報酬等の総額等

(単位：百万円)

（注） １．報酬等には、役員賞与引当金繰入額39百万円を含んでおり、括弧内に内書きしております。
２．非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬制度に基づく当事業年度における費用計上額であります。
当該株式報酬の内容等は、「①　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項」に記載のとお
りであります。
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氏　名 責任限定契約の内容の概要

取締役 金 岡 克 己
会社法第423条第１項の賠償責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失
がないときには、会社法第425条第１項に定義される最低責任限度額をもって損害賠償責
任の限度としております。

取締役 谷 垣 岳 人 同　上

取締役 西 田 友 佳 同　上

取締役 柳 原 良 太 同　上

監査役 蒲 地 　 誠 同　上

監査役 島 谷 浩 司 同　上

③　取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の報酬限度額は、2022年６月29日開催の第111回定時株主総会において「年額200百万円以内（うち社外取締
役年額30百万円以内）」（ただし使用人分給与は含まない）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役
の員数は、12名（うち、社外取締役は４名）です。
　また、これとは別に、2018年６月28日開催の第107回定時株主総会において年額30百万円を限度として自己株式を交
付する譲渡制限付株式報酬制度（非常勤・社外取締役を除く）の導入について決議いただいております。当該株主総会終
結時点の取締役の員数は、12名（うち、社外取締役は２名）です。
　監査役の報酬限度額は、2015年６月26日開催の第104回定時株主総会において「年額50百万円以内（うち、社外監査
役年額10百万円以内）」と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、４名（うち、社外監査役
は２名）です。

④　取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　基本報酬については、年度毎に担当取締役が本決定方針に基づき個人別の固定金銭報酬（月額報酬及び役員賞
与）の具体的な「原案」を作成しております。指名報酬委員会がその妥当性等について確認し個人別の固定金銭報
酬の最終決定の答申・提言を踏まえ、取締役会で決議しました。
　指名報酬委員会に権限を委任する理由は、手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレート・ガバナン
スの充実が図れると判断したためであります。
　非金銭報酬等である株式報酬については、譲渡制限付株式の払込金額に相当する報酬支給及び同報酬としての自
己株式の処分に必要な事項および最終的な付与金額を指名報酬委員会がその妥当性等について確認し答申・提言を
踏まえ取締役会にて決議しました。

⑶　責任限定契約
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被保険者の範囲 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当行取締役

当行監査役

当行執行役員

連結子会社の役員

当行は、保険会社との間において、被保険者を範囲とする、会社法第430条の３第１項
に規定する役員等賠償責任保険（D＆O保険）契約を締結しております。当行および連
結子会社が全額負担しております。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うことまた
は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契
約により保険会社が填補するものであります。ただし、被保険者の職務の執行の適正性
が損なわれないようにするため、被保険者の犯罪行為や法令に違反することを被保険者
が認識しながらおこなった行為に対する損害等は補償対象外としております。
契約は１年毎に更新しており、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

⑷　補償契約
該当ありません。

⑸　役員等賠償責任保険契約

氏　名 兼職その他の状況 同社との取引
取締役 金 岡 克 己 テイカ製薬㈱　代表取締役社長 銀行取引

取締役 谷 垣 岳 人 弁護士　石井法律事務所、
T＆Dリース株式会社　社外監査役 ―

取締役 西 田 友 佳 公認会計士　西田公認会計士事務所代表 ―
取締役 柳 原 良 太 一般社団法人CRD協会　代表理事 ―
監査役 蒲 地 　 誠 ㈱北日本新聞社　代表取締役社長 銀行取引
監査役 島 谷 浩 司 北日本放送㈱　代表取締役社長 銀行取引

３．社外役員に関する事項
⑴　社外役員の兼職その他の状況
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氏　名 在任期間 取締役会等への出席状況 出席状況、発言状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 金 岡 克 己 ９年９カ月
当期に開催された取締役
会15回のうち14回に出
席しております。

上場企業など多数の企業を経営してきた卓越し
た経営手腕があり、経営者として豊富な経験と
高い識見及びＩＴ分野に関する専門的知見を活
かし、様々な場面で有用な助言・発言を活発に
行っております。特に株主視点を踏まえたコー
ポレート・ガバナンスの強化や当行のシステム
分野に亘る経営全般に適宜発言を行い、適切な
役割を果たしております。また、指名報酬委員
会の委員長として客観的、中立的立場で当行の
役員候補選定や役員報酬等について審議し、取
締役会に答申・提言するとともに取締役会の活
性化に貢献しております。

取締役 谷 垣 岳 人 ５年９カ月
当期に開催された取締役
会15回のうち15回に出
席しております。

弁護士として企業法務に精通し専門的な法務知
識、高い識見を活かし、議案の審議等に有用な
助言・発言を行っております。特に当行のコン
プライアンス体制の強化や法務分野の専門的な
観点で業務執行に対する監督・助言を行い、適
切な役割を果たしております。

取締役 西 田 友 佳 ２年９カ月
当期に開催された取締役
会15回のうち15回に出
席しております。

公認会計士としてこれまで培われた専門的な財
務知識、高い識見を活かし、議案の審議等に有
用な助言・発言を行っております。特にダイバ
ーシティへの助言や当行の財務および会計の視
点からの監督機能強化に関して適宜発言を行
い、適切な役割を果たしております。

取締役 柳 原 良 太 １年９カ月
当期に開催された取締役
会15回のうち15回に出
席しております。

日本銀行において要職を務められたほか、金融
業界での幅広い経験と高い識見を活かし、議案
の審議等に有用な助言・発言を行っておりま
す。特に当行のリスク管理体制の強化や金融環
境・マーケット環境の分析に関して適宜発言を
行い、適切な役割を果たしております。

監査役 蒲 地 　 誠 ２年９カ月
当期に開催された取締役
会15回のうち13回、監
査役会15回のうち13回
に出席しております。

富山県を代表する報道機関での経営者経験か
ら、極めて高度な識見と幅広い経験を活かし、
取締役会、監査役会において中立の立場から、
客観的に有用な助言や経営全般に亘り実効性の
高い監督を行っております。

監査役 島 谷 浩 司 １年９カ月
当期に開催された取締役
会15回のうち15回、監
査役会15回のうち15回
に出席しております。

富山県を代表する報道機関での経営者経験か
ら、極めて高度な識見と幅広い経験を活かし、
取締役会、監査役会において中立の立場から、
企業財務の高い視点で適宜発言を行い、経営全
般に亘り実効性の高い監督を行っております。

⑵　社外役員の主な活動状況
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支給人数 銀行からの
報酬等

銀行からの報酬等の種類別の総額 銀行の親会社等
からの報酬等基本報酬 非金銭報酬等

8人 33 33 － －

⑶　社外役員に対する報酬等
(単位：百万円)

（注）１．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
２．2023年６月29日開催の第112回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び辞任した監査

役１名を含んでおります。

⑷　社外役員の意見
特段ありません。

⑴　株　式　数 発行可能株式総数 180,000千株
発行済株式の総数 64,309千株

⑵　当年度末株主数 9,529名

⑶　大　株　主

株 主 の 氏 名 又 は 名 称
当行への出資状況

持株数等 持株比率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 千株 ％
7,662 12.01

株 式 会 社 北 陸 銀 行 1,941 3.04
株 式 会 社 福 井 銀 行 1,788 2.80
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 1,713 2.68
富 山 第 一 銀 行 職 員 持 株 会 1,402 2.20
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,310 2.05
三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 1,259 1.97
北 日 本 放 送 株 式 会 社 1,075 1.68
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 1,041 1.63
株 式 会 社 イ ン テ ッ ク 1,000 1.56

株式の交付を受けた者の人数 株式の数（株式の種類及び種類ごとの数）

取締役（社外取締役を除く） 普通株式
7人 10,652株

４．当行の株式に関する事項

（注） 株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

（注） １．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は、発行済株式総数から自己株式（560千株）を控除して算出し小数点第３位以下を切り捨てて表示

しております。

⑷　役員保有株式

　　　（注）株式の数は、当事業年度中に付与した譲渡制限付株式の数であります。
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⑸　その他株式に関する重要な事項
　該当ありません。

５．当行の新株予約権等に関する事項
該当ありません。

氏名又は名称 当該事業年度に係る報酬等 その他
EY新日本有限責任監査法人

45 （注）２、（注）３指定有限責任社員 加 藤 信 彦
指定有限責任社員 千 足 幸 男

６．会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の状況

(単位：百万円)

（注）１．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
２．監査役会は、取締役、関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手し報告を受け、会計監査人の前期
の監査計画、職務執行状況、当該期の報酬見積りの算出根拠などが適切であるかなどについて検証を行
い審議した結果、会計監査人の報酬等について合理的な水準であると判断し、同意しております。

３．上記監査人に当行、子会社及び子法人等が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は45百万円
であります。

４．当行と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、「当該事業年度に係る報酬等」
には金融商品取引法に基づく監査の報酬額を含めております。

⑵　責任限定契約
該当ありません。

⑶　補償契約
イ　在任中の会計監査人との間の補償契約
　該当ありません。
ロ　補償契約の履行等に関する事項
　該当ありません。

⑷　会計監査人に関するその他の事項
　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当該会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合等、会計監査人が継続してその職責
を遂行する上で重要な疑義を抱く事象が発生した場合には、その事実に基づき当該会計監査人の解任又は不再任
の検討を行います。

７．財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
定めておりません。
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第114期末 (2025年３月31日現在)貸借対照表
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 　 産 　 　 の 　 　 部 ）
現 金 預 け 金
現 金
預 け 金
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

外 国 為 替
外 国 他 店 預 け

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
前 払 費 用
未 収 収 益
金 融 派 生 商 品
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

前 払 年 金 費 用
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

　

80,482
11,421
69,060
700

467,790
31,781
13,133
63,606
137,603
221,666
1,023,980

5,253
22,411
865,279
131,036
1,982
1,982
2,654
105
35

1,876
200
435
7,838
2,291
4,154
478
1

913
1,809
652
1,109
47
488
2,095
△9,380

　

（ 負 　 　 債 　 　 の 　 　 部 ）
預 金 1,378,762
当 座 預 金 79,110
普 通 預 金 617,189
貯 蓄 預 金 24,847
通 知 預 金 5,282
定 期 預 金 637,965
定 期 積 金 4,280
そ の 他 の 預 金 10,085

譲 渡 性 預 金 20,000
コ ー ル マ ネ ー 5,000
借 用 金 10,900
借 入 金 10,900
そ の 他 負 債 9,469
未 決 済 為 替 借 213
未 払 法 人 税 等 3,064
未 払 費 用 859
前 受 収 益 470
従 業 員 預 り 金 116
給 付 補 填 備 金 0
金 融 派 生 商 品 56
リ ー ス 債 務 1,766
資 産 除 去 債 務 60
そ の 他 の 負 債 2,860
役 員 賞 与 引 当 金 39
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 75
偶 発 損 失 引 当 金 596
繰 延 税 金 負 債 10,330
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 570
支 払 承 諾 2,095
負 債 の 部 合 計 1,437,839
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）
資 本 金 10,182
資 本 剰 余 金 6,701
資 本 準 備 金 6,074
そ の 他 資 本 剰 余 金 627
利 益 剰 余 金 95,582
利 益 準 備 金 4,108
そ の 他 利 益 剰 余 金 91,473
別 途 積 立 金 38,860
繰 越 利 益 剰 余 金 52,613

自 己 株 式 △98
株 主 資 本 合 計 112,368
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 29,202
土 地 再 評 価 差 額 金 1,031
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 30,234
純 資 産 の 部 合 計 142,603

資 産 の 部 合 計 1,580,442 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 1,580,442

(単位：百万円)

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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第114期( 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)損益計算書

科 目 金 額
経 常 収 益 42,627

資 金 運 用 収 益 23,275
貸 出 金 利 息 10,547
有 価 証 券 利 息 配 当 金 12,557
預 け 金 利 息 156
そ の 他 の 受 入 利 息 13

役 務 取 引 等 収 益 2,646
受 入 為 替 手 数 料 470
そ の 他 の 役 務 収 益 2,176

そ の 他 業 務 収 益 5,322
国 債 等 債 券 売 却 益 4,892
国 債 等 債 券 償 還 益 41
そ の 他 の 業 務 収 益 388

そ の 他 経 常 収 益 11,383
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 72
償 却 債 権 取 立 益 151
株 式 等 売 却 益 11,119
金 銭 の 信 託 運 用 益 6
そ の 他 の 経 常 収 益 33

経 常 費 用 23,399
資 金 調 達 費 用 1,267

預 金 利 息 1,171
譲 渡 性 預 金 利 息 30
コ ー ル マ ネ ー 利 息 28
そ の 他 の 支 払 利 息 37

役 務 取 引 等 費 用 1,064
支 払 為 替 手 数 料 45
そ の 他 の 役 務 費 用 1,019

そ の 他 業 務 費 用 7,530
外 国 為 替 売 買 損 982
商 品 有 価 証 券 売 買 損 0
国 債 等 債 券 売 却 損 5,847
国 債 等 債 券 償 還 損 516
国 債 等 債 券 償 却 16
そ の 他 の 業 務 費 用 168

営 業 経 費 12,655
そ の 他 経 常 費 用 879

貸 出 金 償 却 0
株 式 等 売 却 損 705
株 式 等 償 却 7
そ の 他 の 経 常 費 用 166

経 常 利 益 19,228
特 別 利 益 10

固 定 資 産 処 分 益 10
特 別 損 失 2

固 定 資 産 処 分 損 2
税 引 前 当 期 純 利 益 19,236
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,026
法 人 税 等 調 整 額 258
法 人 税 等 合 計 5,284
当 期 純 利 益 13,951

(単位：百万円)

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 14 －



第114期末 (2025年３月31日現在)連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　　産　　の　　部）
現 金 預 け 金
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
リース債権及びリース投資資産
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

　

80,709
700

487,073
1,001,453

1,982
12,094
7,781
7,998
2,360
4,221

1
1,414
1,817
658
1,158
255
138
2,095
△9,852

　

（負　　債　　の　　部）
預 金 1,377,083
譲 渡 性 預 金 20,000
コールマネー及び売渡手形 5,000
借 用 金 14,809
そ の 他 負 債 9,007
役 員 賞 与 引 当 金 39
退 職 給 付 に 係 る 負 債 25
睡眠預金払戻損失引当金 75
偶 発 損 失 引 当 金 596
繰 延 税 金 負 債 12,425
再評価に係る繰延税金負債 570
支 払 承 諾 2,095
負 債 の 部 合 計 1,441,729
（純　資　産　の　部）
資 本 金 10,182
資 本 剰 余 金 9,491
利 益 剰 余 金 97,493
自 己 株 式 △101
株 主 資 本 合 計 117,066
その他有価証券評価差額金 34,599
土 地 再 評 価 差 額 金 1,031
退職給付に係る調整累計額 △178
その他の包括利益累計額合計 35,452
純 資 産 の 部 合 計 152,519

資 産 の 部 合 計 1,594,249 負債及び純資産の部合計 1,594,249

(単位：百万円)

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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第114期( 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)連結損益計算書

科 目 金 額
経 常 収 益 48,513
資 金 運 用 収 益 23,332

貸 出 金 利 息 10,272
有 価 証 券 利 息 配 当 金 12,890
預 け 金 利 息 156
そ の 他 の 受 入 利 息 13

役 務 取 引 等 収 益 2,642
そ の 他 業 務 収 益 11,226
そ の 他 経 常 収 益 11,312

償 却 債 権 取 立 益 153
そ の 他 の 経 常 収 益 11,158

経 常 費 用 29,554
資 金 調 達 費 用 1,258

預 金 利 息 1,170
譲 渡 性 預 金 利 息 30
コ ー ル マ ネ ー 利 息 及 び 売 渡 手 形 利 息 28
借 用 金 利 息 27
そ の 他 の 支 払 利 息 0

役 務 取 引 等 費 用 1,038
そ の 他 業 務 費 用 13,277
営 業 経 費 13,047
そ の 他 経 常 費 用 932

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 33
そ の 他 の 経 常 費 用 899

経 常 利 益 18,959
特 別 利 益 10

固 定 資 産 処 分 益 10
特 別 損 失 3

固 定 資 産 処 分 損 3
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 18,966
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,445
法 人 税 等 調 整 額 166
法 人 税 等 合 計 5,611
当 期 純 利 益 13,354
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 13,354

(単位：百万円)

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株式会社 富 山 第 一 銀 行

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 加 藤 信 彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 千 足 幸 男

独立監査人の監査報告書
2025年５月12日

取 締 役 会　御中
EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社富山第一銀行の2024年４月１日から2025年
３月31日までの第114期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会
計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

会計監査人の監査報告
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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株式会社 富 山 第 一 銀 行

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 加 藤 信 彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 千 足 幸 男

独立監査人の監査報告書
2025年５月12日

取 締 役 会　御中
EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社富山第一銀行の2024年４月１日から2025年３月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連
結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社富山第一銀行及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。

　監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対し
て責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている
場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監 査 報 告 書
　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第114期事業年度における取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

⑴　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ
か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監
査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で
監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な営業店において業務及び財産の状況を調
査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を
「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関

する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年5月13日
株式会社 富山第一銀行 監査役会

常勤監査役 水 上 豊 治 ㊞
常勤監査役 松 田 圭 司 ㊞
監　査　役 蒲 地 　 誠 ㊞
監　査　役 島 谷 浩 司 ㊞

　(注) 監査役蒲地誠及び島谷浩司は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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